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１. 計画処理区域及び処理量 

（1） 計画処理区域 

区分 計画収集区域 

可燃ごみ 

取手市内全域 

不燃ごみ 

粗大ごみ 

有害ごみ 

あき缶類（資源物） 

あきビン類（資源物） 

プラスチック製容器包装（資源物） 

ペットボトル（資源物） 

古紙類・古布（資源物） 

 

（2） 取手市の人口・世帯数及びごみ搬入量の推移 

区分 令和5年度 令和6年度 令和7年度 
令和８年度 

（予測） 

人口※1 （人） 105,971 105,908 105,573  105,404※ 1 

世帯数※1 （世帯） 51,099 51,922 52,531 53,276※ 1 

ごみ搬入量 （トン） 29,873 29,662 28,195※ 2 28,016※ 2 

※1 人口及び世帯数については、毎年度10月1日現在の住民基本台帳の人口です。令和8年度の人口及び世帯数に

ついては、令和7年度の人口、世帯数に令和5年度から令和7年度までの平均増減率（ 99.84％/101.42 ％）

を乗じ算出しています。 

※2 ごみ搬入量は、一般家庭、事業所の合計。令和7年度は見込み値、令和8年度は予測値の合計
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（3） 排出量 

① 一般家庭 

（単位：トン） 

区分 
令和5年度 

排出量 

令和6年度 

排出量 

令和7年度 

排出量 

（見込み※1） 

令和8年度 

排出量 

（予測※2） 

可燃ごみ 16,335 16,087 16,010 15,984 

不燃ごみ 3,232 3,154 2,743 2,739 

粗大ごみ 841 794 778 777 

有害ごみ 27 ２９ 31 31 

あき缶類（資源物） 353 349 221 221 

あきビン類（資源物） 573 ５66 535 534 

古紙類・古布類（資源物） 2,623 2,592 1,965 1,962 

プラスチック製容器包装（資源物） 320 317 770 769 

ペットボトル（資源物） 258 255 281 281 

集団回収 748 1,211 614 600 

計 25,311 25,356 23,948 23,898 

※1 令和 7 年度排出量（見込み）については、令和 7 年度の 4 月から１月までの実績の平均値に 12 を乗じた数字を 

用いた。 

※2 令和8年度排出量（予測）については、令和5年度から令和7年度までの人口増減率の平均値（99.8４%）を令和

7年度の排出量に乗じて算出した。  
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② 事業所 

（単位：トン） 

区分 
令和５年度 

排出量 

令和６年度 

排出量 

令和7年度 

排出量 

（見込み※1） 

令和8年度 

排出量 

（予測※2） 

可燃ごみ 4,443 4,１73 4,121 3,985 

不燃ごみ 117 133 126 133 

あき缶類（資源物） 0 0 0 0 

あきビン類（資源物） 0 0 0 0 

古紙類（資源物） 0 0 0 0 

プラスチック製容器包装（資源物） 2 0 0 0 

ペットボトル（資源物） 0 0 0 0 

計 4,562 4,306 4,247 4,118 

※1 令和7年度排出量（見込み）については、令和7年度の4月から 1月までの実績の平均値に 12を乗じた数

字を用いた。 

※2 令和 8 年度排出量（予測）については、ごみの区分毎に、各年度の増減率の平均値を令和 7 年度排出見込み量に

乗じて算出した。  
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２. 処理計画 

（1） 収集運搬計画 

① 処理主体 

ア） 市が収集運搬するもの（委託する場合も含む） 

◼ 一般家庭及び市の施設から排出されるごみ（可燃、不燃、粗大、有害（乾電池・蛍光管・水銀体温計・小

型充電式電池））、資源物（あき缶類、あきビン類、古紙類・古布、プラスチック製容器包装、ペットボトル） 

 

イ） 許可業者が収集運搬するもの 

◼ 事業所から排出されるごみ（可燃、不燃、粗大、有害（乾電池・蛍光管・水銀体温計・小型充電式電池））、

資源物（あき缶類、あきビン類、古紙類・古布、プラスチック製容器包装、ペットボトル）、食品残渣 

◼ 家庭及び事業所から排出される家電リサイクル法対象特定家庭用機器 

 

ウ） 排出者（事業者を含む）が直接処理施設へ搬入するもの(粗大及び有害ごみは事業者を除く) 

◼ ごみ（可燃、不燃、粗大、有害（乾電池・蛍光管・水銀体温計・小型充電式電池）） 

◼ 資源物（あき缶類、あきビン類、古紙類・古布、プラスチック製容器包装、ペットボトル） 

 

 

② 収集運搬する一般廃棄物の量 

ア） 一般家庭 

（単位：トン）  

区分 年間収集運搬量※1 

可燃ごみ 15,984 

不燃ごみ 2,739 

粗大ごみ 777 

有害ごみ 31 

あき缶類（資源物） 221 

あきビン類（資源物） 534 

古紙類・古布（資源物） 1,962 

プラスチック製容器包装（資源物） 769 

ペットボトル（資源物） 281 

計 23,298 

  ※1年間収集運搬量：令和8年度一般家庭排出量（予測）  
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イ） 事業所 

（単位：トン） 

区分 年間収集運搬量※1 

可燃ごみ 3,985 

不燃ごみ 133 

あき缶類（資源物） 0 

あきビン類（資源物） 0 

古紙類 0 

プラスチック製容器包装（資源物） 0 

ペットボトル（資源物） 0 

計 4,118 

※1年間収集運搬量：令和8年度事業所排出量（予測） 

 

③ 収集回数 

ア） 一般家庭 

区分 収集回数 

可燃ごみ 2回／週 

不燃ごみ 1回／週(金属類・割れ物は第３週) 

粗大ごみ 申込みにより随時（収集日指定あり） 

有害ごみ 随時 

あき缶類（資源物） 2回／月 

あきビン類（資源物） 2回／月 

古紙類・古布（資源物） 2回／月 

プラスチック製容器包装（資源物） 2回または3回／月 

ペットボトル（資源物） 2回／月 

生ごみ（堆肥化） 1～2回／週（対象地区における協力世帯） 
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イ） 事業所 

区分 収集回数 

可燃ごみ・不燃ごみ 

許可業者と事業所との取り決めによる 缶・ビン・プラスチック製容器包装・ペットボトル・ 

古紙類（資源物）・食品残渣 

 

④ 分別・収集方法 

ア） ごみの分別区分（5種１７分別） 

№ 種別 № 分別 

1 可燃ごみ 1 燃やせるごみ 

2 不燃ごみ 2 

プラスチック製容器包装を除くプラス

チック類 

金属類・割れ物 

3 粗大ごみ 3 粗大ごみ 

4 資源物 

4 あき缶 

5 無色ビン 

6 茶色ビン 

7 その他の色のビン 

8 新聞紙 

9 雑誌・雑紙 

10 段ボール 

11 紙パック 

12 古布 

13 プラスチック製容器包装 

14 ペットボトル 

15 小型家電 

5 有害ごみ 
16 乾電池・水銀体温計・小型充電式電池 

17 蛍光管 
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イ） 収集方法 

◼ 一般家庭の収集方法 

区分 収集方法 

可燃ごみ 統一指定袋によるステーション方式 

不燃ごみ 統一指定袋によるステーション方式 

粗大ごみ 予約申込による戸別収集 

有害ごみ（乾電池・蛍光管・水銀体温計） 公共施設等に設置してある回収容器から収集 

有害ごみ（小型充電式電池） 公共施設等で窓口収集 

あき缶類（資源物） 統一指定袋によるステーション方式 

あきビン類（資源物） 3色分別コンテナによるステーション方式 

古紙類・古布（資源物） ステーション方式 

プラスチック製容器包装（資源物） 統一指定袋によるステーション方式 

ペットボトル（資源物） 統一指定袋によるステーション方式 

小型家電 公共施設等に設置してある回収容器から収集 

生ごみ堆肥化（協力世帯のみ） 戸別収集／ステーション方式 

一時多量ごみ 許可業者による戸別収集 

 

◼ 事業所の収集方法 

区分 収集方法 

可燃ごみ、不燃ごみ 

許可業者による戸別収集 缶、ビン、プラスチック製容器包装、ペットボトル、古紙類

（資源物）、食品残渣 
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⑤ ごみの流れ（処理フロー） 
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⑥ 廃棄物の搬入先別運搬量 

ア） ごみ及び資源物搬入先 

名称 所在地 

常総環境センター 茨城県守谷市野木崎4605 

 

◼ 常総環境センター年間搬入予測量（一般家庭、事業所の合計） 

（単位：トン） 

区分 年間搬入予測量 

可燃ごみ 19,969 

不燃ごみ 2,872 

粗大ごみ ７７７ 

有害ごみ 31 

あき缶類（資源物） 221 

あきビン類（資源物） 534 

プラスチック製容器包装（資源物） 769 

ペットボトル（資源物） 281 

計 25,454 

 

 

◼ 食品残渣搬入先（3社） 

 

名称 所在地 

（株）むかしの堆肥 茨城県下妻市黒駒1084‐1 

（有）綜合環境サービス 千葉県印西市大森4450‐187 

日立セメント㈱ 茨城県土浦市東中貫町6‐8 
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◼ 古紙類・古布（資源物）搬入先（3社） 

 

名称 所在地 

美濃紙業（株）守谷営業所 茨城県守谷市立沢1856‐1 

栗原紙材（株）牛久事業所 茨城県牛久市女化町1371‐1 

（株）斎藤英次商店取手営業所 茨城県取手市山王1474 

 

イ） 家電リサイクル法対象特定家庭用機器搬入先（4社） 

 

名称 所在地 

イバラキ流通サービス㈱ 茨城県かすみがうら市宍倉5685‐1 

㈱カツタ 茨城県ひたちなか市高野1968‐2 

新柏倉庫㈱柏取扱所 千葉県柏市十余二164‐39 

平和貨物運送㈱本社営業所 茨城県下妻市下木戸365 

 

ウ） 小型家電リサイクル法対象電子機器搬入先（1社） 

 

名称 所在地 

㈱リーテム水戸工場 茨城県東茨城郡茨城町長岡3520 
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⑦ 収集運搬委託業者及び許可業者 

ア） 収集運搬委託業者（6社） 

業者名 住所 委託内容 収集運搬する区域 

㈲光企業 取手市寺田4888 

一般家庭ごみの 

収集運搬 
市が指定した区域 

㈲博新商事 取手市寺田4903 

㈲斉藤商事 取手市戸頭6‐31‐26 

㈲東西 取手市下萱場1566‐2 

㈲トーワ環境開発 取手市和田1419‐1 

㈱取手市古紙リサイクル 取手市野々井136‐1 資源物の収集運搬 

  



 

13 
 

イ） 許可業者（18社） 

業者名 住所 許可内容 
収集運搬する 

区域 

㈲光企業 取手市寺田4888 

 事業系一般廃棄物の収集運搬 

 家電リサイクル法対象特定家庭用機器

の収集運搬 

市内全域 

㈲博新商事 取手市寺田4903  事業系一般廃棄物の収集運搬 

㈲斉藤商事 取手市戸頭6‐31‐26 

 事業系一般廃棄物の収集運搬 

 家電リサイクル法対象特定家庭用機器

の収集運搬 

㈲東西 取手市下萱場1566‐2 

 事業系一般廃棄物の収集運搬 

 家電リサイクル法対象特定家庭用機器

の収集運搬 

㈲トーワ環境開発 取手市和田1419‐1 

 事業系一般廃棄物の収集運搬 

 家電リサイクル法対象特定家庭用機器

の収集運搬 

㈱十河サービス 
東京都板橋区南常盤台 

1-18‐7 
 事業系一般廃棄物の収集運搬 

㈲クリーン産業 利根町羽中1391  事業系一般廃棄物の収集運搬 

エルエス工業㈱ 
東京都渋谷区千駄ケ谷 

3-2‐8‐503 
 実験動物死体及び付随汚物の収集運搬 

㈱恋瀬産業 石岡市石岡12883  事業系一般廃棄物の収集運搬 

㈲綜合環境サービス 我孫子市布佐3398 

 事業系一般廃棄物の収集運搬 

 家電リサイクル法対象特定家庭用機器

の収集運搬 

㈱岩城恒産 取手市野々井1069  事業系一般廃棄物の収集運搬 

かなもり㈱ 取手市取手1-1‐5  事業系一般廃棄物の収集運搬 
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業者名 住所 許可内容 
収集運搬する 

区域 

㈲中澤産業 
つくばみらい市狸穴 

1360‐1 
 事業系一般廃棄物の収集運搬 

 

北関東通商㈱ 水戸市東前3‐234  事業系一般廃棄物の収集運搬 

㈱栄林 龍ケ崎市佐貫3‐11‐14  事業系一般廃棄物の収集運搬 

㈱結南クリーンセン

ター 
結城市結城7188  事業系一般廃棄物の収集運搬 

㈱シイナクリーン 守谷市野木崎1349‐1  事業系一般廃棄物の収集運搬 

未来産業㈱ 
常総市水海道橋本町 

3588‐6 

 一般廃棄物の収集運搬（一時多量ごみに

限る） 

 家電リサイクル法対象特定家庭用機器

の収集運搬 

 

  



 

15 
 

⑧ その他（常総環境センターへ搬入できない廃棄物の処理） 

品目 取扱先 連絡先 

消火器 

㈱アサヒ 0297‐72‐3666 

水戸通信工業㈱（阿見町） 029‐846‐1911 

岩本商店 0297‐72‐3682 

カセットボンベ カセットボンベお客様センター 0120‐14‐9996 

ガスボンベ 市内各燃料販売店  

  

農

業

廃

棄

物
※1 

ポリエチレン製シート、育苗

箱、肥料袋 

市役所農政課 0297‐74‐2141 

㈳園芸いばらき振興協会 029‐293‐6800 

農薬 

㈳茨城県産業資源循環協会 029‐301‐7100 

塩ビ製プラスチックコンテ

ナ・畔シート 

大型農機具類 

（長さ 2ｍ、重さ 50㎏超） 

土砂類 

石・土・砂・焼却灰等 

建築廃材※2 

コンクリートガラ・タイル・ブロッ

ク・瓦類・廃木材・石膏ボード・塩ビ

管等 

バッテリー 

ピアノ ㈱浜名 0120‐123‐314 

スロット・パチンコ台 ㈱スリーアップ 0297‐42‐5256 

ボウリングの玉 フジ取手ボウル 0297-73‐2031 

オートバイ 二輪車リサイクルコールセンター 050‐3000‐0727 

パソコン※3 パソコン 3R推進協会 03‐5282‐7685 

※1 農業廃棄物は産業廃棄物に該当する。 

※2 日曜大工等により家庭から発生した廃棄物は、条件によっては搬入可能 

※3 ノートパソコンは、小型家電専用回収ボックスでも処分可能 
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（2） 中間処理計画 

① 処理施設 

ア） 可燃ごみ処理施設 

施設名 常総地方広域市町村圏事務組合常総環境センター 

所在地 茨城県守谷市野木崎4605 

形式及び処理方式 全連続燃焼式（キルン式ガス化溶融方式） 

公称能力 258トン／日（86トン／日×3炉） 

搬入される廃棄物の種類 可燃ごみ 



 

17 
 

イ） 資源化施設 

施設名 常総地方広域市町村圏事務組合常総環境センター 

所在地 茨城県守谷市野木崎４６０５ 

処理方式 破砕、選別、圧縮、梱包 

公称能力 

１２７トン／５時間 

＜内訳＞ 

・資源物処理４４トン/５時間 

・粗大ごみ（不燃ごみ）８３トン/５時間 

＜内訳＞ 

・粗大ごみ選別１９トン/５時間 

・破砕選別６４トン/５時間 

搬入される廃棄物の種類 
不燃ごみ、粗大ごみ、あき缶、あきビン、プラスチック製容器包装、ペット

ボトル 
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ウ） 食品リサイクル堆肥化施設1 

施設名 常総環境センター食品リサイクル堆肥化施設守谷事業所 

所在地 守谷市野木崎5054 

形式 通気型堆積方式 

公称能力 3.8トン／5時間 

 

エ） 食品リサイクル堆肥化施設2 

施設名 常総環境センター食品リサイクル堆肥化施設取手事業所 

所在地 取手市長兵衛新田359‐1 

型式 堆積方式（EM） 

公称能力 1.5トン／5時間 

 

オ） 廃乾電池の処理施設（委託） 

事業者名 野村興産（株）イトムカ鉱業所 

所在地 北海道北見市 

処理能力 100.8トン／日 

 

カ） 廃蛍光管の処理施設（委託） 

事業者名 野村興産（株）イトムカ鉱業所 

所在地 北海道北見市 

処理能力 57.5トン／日 

 

キ） 給食用廃油の処理施設 

事業者名 うしくグリーンファーム㈱ 

所在地 茨城県牛久市久野町1496-1 

製造能力 720リットル／日 
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（3） 最終処分計画 

① 処分の方法 

◼ 委託処分（埋立処分） 

 

② 焼却灰等の残渣埋立処分委託先 

名称 所在地 

（株）エコス米沢 山形県米沢市 

渡辺産業（株） 栃木県日光市 

ジークライト㈱処分場 山形県米沢市 

（一財）茨城県環境保全事業団エコフロンティアかさま 茨城県笠間市 

グリーンフィル小坂㈱ 秋田県鹿角郡小坂町 

 

（4） 占有者又は事業者の協力義務 

① 計画遵守義務 

 市民は、家庭廃棄物の減量及び適正な処理の実施に関し、市の施策に協力しなければならない。 

 土地又は建物の占有者は、その土地又は建物内の家庭廃棄物及び資源物を種類ごとに分別し、所定の

場所に持ち出す等、一般廃棄物処理計画に従わなければならない。 

 土地又は建物の占有者は、排出される家庭廃棄物が飛散し、流出し、又は悪臭を発しないように、市の

指定する方法で所定の集積所に排出するとともに、所定の集積所を常に清潔にしておかなければなら

ない。 

 

② 排出禁止物 

ア） 占有者は、市長が行う家庭系廃棄物の収集に際して、次の各号に掲げる家庭系廃棄物を集積所に排出

してはならない。 

 有害性の物 

 危険性のある物 

 引火性のある物 

 著しく悪臭を発する物 

 特別管理一般廃棄物に指定されている物 

 前各号に掲げるものほか、混入することにより家庭廃棄物の処理を著しく困難にし、又は処理施設の

処理機能に支障を生じるおそれのあるもの 

 

イ） 占有者は、前項各号に掲げる家庭廃棄物を処理しようとするときは、市長の指示を受け、これに従わ

なければならない。 
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③ 事業者の責務 

ア） 廃棄物の減量及び適正な処理の実施に関し、市の施策に協力しなければならない。 

イ） 事業者は、その事業系一般廃棄物を単独で、又は他の事業者と共同して自らの責任において適正にこ

れを処理しなければならない。なお、処理するときは規則で定める処理の基準※に従わなければな

らない。 

※廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号）第3条による。  
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（5） ごみの減量について 

① 1人1日当たりのごみの排出量 

ア） 1人1日当たりの排出量（原単位）の推移 

（単位：グラム/人・日） 

年度 
令和5年度 

実績値 

令和6年度 

実績値 

令和7年度 

（見込み※1） 

令和8年度 

（目標値※2） 

排出量 770 ７67 ７32 ７28 

 

 

② リサイクル率 

（単位：トン） 

年度 令和5年度 令和6年度 
令和7年度 

（見込み※1） 

令和8年度 

（目標値※2） 

リサイクル率（％） 19．3 ２０．4 21.8 23.0 

※1 令和7年度の見込みについては、令和6年度の値に令和3年度から令和6年度までの平均増減率を乗じた。 

※2 令和8年度の目標値については、令和7年度の値に令和4年度から令和7年度までの平均増減率を乗じた。 

 

③ 排出量抑制のための方策 

ア） ４R（Refuse、Reduse、Reuse、Recycle）の推進、ワンウェイプラスチックごみ削減、3 きり（水

きり、使いきり、食べきり）運動、食品ロス削減の周知・啓発 

◼ 広報とりで、市ホームページ等による周知・啓発 

 動画やイラストなどを用いて、わかりやすい周知・啓発を行う。 

【啓発の内容】 

 ４Ｒの推進 

 ペットボトルの水平リサイクルの周知 

 おいくら（リユース）の周知・啓発 

 ワンウェイプラスチックごみ削減に向けた周知・啓発 

 ３きり運動（水きり、使いきり、食べきり）普及啓発 

 

◼ 出前講座の実施 

自治会、市民団体及び小中学校を対象として、４R の推進、ごみの減量、資源物のリサイクル等に

ついて出前講座を行い、ごみの減量の意識啓発を図る。出前講座は、スライド及び動画を用いて

視覚で分かるような講座を行う。 

 

◼ 施設見学会の実施 

市民向けに、常総環境センター及びＮＰＯ緑の会の施設見学会を開催し、ごみの排出量の現状と

生ごみの堆肥化の重要性を認識させ、リサイクル意識を高めてごみ減量を図る。 

 

イ） 資源物集団回収の促進 
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◼ 出前講座の実施 

自治会及び市民団体を対象に出前講座を実施し、新規登録および活動を休止している団体に活動

再開を促し登録団体の増加につなげる。 

 

◼ 資源物集団回収助成金の交付 

資源回収助成金交付要綱に基づき、自治会等の回収団体及び回収業者に助成金を交付する。 

 

ウ） 生ごみ減量化に対する施策 

◼ 生ごみ処理機等購入補助金の交付 

生ごみ処理機等を購入した者に対して、生ごみ処理機等購入補助金要綱に基づき補助金を交付す

ることで、家庭から排出される生ごみの減量につなげる。 

 

生ごみ処理機等補助数の推移と累計補助数 

年度 区分 
補助数 

（基） 

累計補助数 

（基） 

令和5年度 

電気式生ごみ処理機 58 

4,210 コンポスター等※2 33 

計 91 

令和6年度 

電気式生ごみ処理機 9６ 

4,32４ コンポスター等 １８ 

計 11４ 

令和7年度 

（見込み※1） 

電気式生ごみ処理機 97 

4,438 コンポスター等 17 

計 114 

令和8年度 

（目標値） 

電気式生ごみ処理機 100 

4,554 コンポスター等 16 

計 116 

※1 令和7年度の4月から 1月までの実績の平均値に 12を乗じた数字を基に設定 

※2 コンポスター等とは、コンポスター、ＥＭ容器を指す。 

 

◼ キエーロ（生ごみ処理容器）の推進 

キエーロ（生ごみ処理容器）による生ごみの減量化を推進していく。 

 

◼ 食品リサイクル堆肥化事業※1協力世帯の拡大計画立案の支援 

これまで、広報とりでに生ごみ処理の記事を掲載する他、自治会への説明会の支援などを行って

きたが、協力世帯の新規登録が伸び悩んだことから引き続き、常総環境センターの委託事業者で

あるＮＰＯ緑の会と連携して協力世帯の拡大計画を支援していく。 

※ 平成21年度から常総環境センター食品リサイクル堆肥化施設（取手事業所・守谷事業所）にて実施 

 

エ） ＢＤＦ事業※の推進 
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◼ 食用廃油回収の実施 

 家庭から排出される食用廃油を、市内に回収ボックスを設置して回収し、廃油の処理施設（うしく

グリーンファーム株式会社）に運搬して軽油の代替燃料であるバイオディーゼル燃料を生成し再

利用する。令和8年度も、引き続き取手庁舎及び藤代庁舎での回収に取り組む。 

※ 回収した廃食用油を廃油処理施設でバイオディーゼル燃料を生成し、再利用する事業 
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第2章 し尿及び浄化槽汚泥 
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1．計画処理区域及び処理量 

（1）計画処理区域 

区分 計画収集区域 

し尿 
公共下水道供用開始区域を除く取手市全域 

浄化槽汚泥 

 

（2）排出量 

（単位：トン） 

区分 
令和 4 年度 

  排出量 

令和5年度 

排出量 

令和 6 年度 

排出量 

令和 7 年度 

（見込み※1） 

令和 8 年度 

予測排出量※2 

し尿 1,490 1,339 1,498 1,459 1,650 

浄化槽汚泥 16,864 16,037 15,118 11,549 13,868 

※1 令和 7 年度排出量（見込み）については、令和 7 年度の 4 月から 1 月までの実績の平均値に

12を乗じた数字を 用いた。 

※2 令和 8 年度予測排出量については，令和 7 年度の 4 月から 1 月までの実績，係数，人口

調査の予測値から龍ケ崎地方衛生組合にて算出。 

 

（3）し尿汲取登録世帯数 

区分 令和4年度 令和 5 年度 令和 6 年度 
令和 7 年度 

（見込み※1） 

し尿世帯数 1,214 1,169 1,108 1,079 

※1 令和7年度し尿汲取登録世帯（見込み）については，令和7年度の4月から2月までの実績の

前月比の平均値を算出した後，その平均値を2月の実績値から引いた。 
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2．処理計画 

（1）収集運搬計画 

①処理主体 

ア）市が収集運搬するもの（市が市以外のものに委託する場合も含む） 

・一般家庭及び市の施設から排出されるし尿 

イ）許可業者が収集運搬するもの 

・浄化槽汚泥 

 

②収集運搬する一般廃棄物の量 

（単位：トン） 

区分 年間の収集運搬量 

し尿 1,650 

浄化槽汚泥 13,868 

 

③収集回数 

区分 収集回数 

し尿 原則 1 回／月 

浄化槽汚泥 浄化槽法の規定による 

 

④廃棄物の搬入先別運搬量 

ア）搬入先 

名称 所在地 

龍ケ崎地方衛生組合 龍の郷・クリーンセンター 茨城県龍ケ崎市板橋町字安台542‐1 
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  イ）年間運搬量 

（単位：トン） 

区分 年間運搬量 

し尿 1,650 

浄化槽汚泥 13,868 

 

⑤収集運搬委託業者及び許可業者 

ア）委託業者 

業者名 住所 委託内容 収集運搬する区域 

㈲東西 取手市下萱場 1566‐2 

し尿の収集運搬 市が指定した区域 

㈲取手清掃 取手市稲 1171‐1 

 

イ）許可業者 

業者名 住所 許可内容 収集運搬する区域 

㈲東西 取手市下萱場 1566‐2 

浄化槽汚泥の収

集運搬 
市内全域 

㈱常南衛生社 龍ケ崎市姫宮町 111 

㈲取手清掃 取手市稲 1171‐1 

㈲萩原清掃社 龍ケ崎市藤ヶ丘 6-26‐1 

竜ケ崎清掃メンテ

ナンス㈱ 
龍ケ崎市六斗蒔 8924‐2 

㈱アクア環境 取手市野々井 1401 

㈲利根興産 利根町布川 1271 
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㈱丸協環境サービ

ス 
取手市野々井1645‐1 

 

（2）中間処理計画 

①処理施設 

施 設 名 龍ケ崎地方衛生組合龍の郷・クリーンセンター 

所 在 地 茨城県龍ケ崎市板橋町字安台 542‐1 

処 理 能 力 218 キロリットル／日 

処 理 方 式 前脱水・固液分離処理、高負荷脱窒素処理 

搬入される廃棄物

の内訳量 

し尿取手市分 1,650 トン／年 

浄化槽汚泥取手市分 13,868 トン／年 

残渣の処分方法 専門業者に処分を委託 

 

 


